
はじめに

歴史を縫うように，時折すがたを見せてきた

「編集権」という概念が，NHK番組への政治介

入が問われた「NHK番組改編事件」で久しぶ

りに出現した。「編集権」など過去のことかと

思っていた者にとっては，「まだ生きていたの

か」という印象である。

今回「編集権」についてささやかなノートを

作成しようと思ったのは，長く関心を持ってき

たNHKの番組改編事件の背後に，「編集権」の

存在が見え隠れし，この番組制作経過全体に

「編集権」の支配，あるいは「編集権」の主張，

というもう一つの色彩を付与しているからであ

る。

先行研究では，「編集権」とは，戦後，新聞社
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の労働組合による民主化運動を規制しようとし

た占領軍の命令によって，当時の新聞経営者が

都合よく獲得した概念であって，マスコミ労働

運動を弾圧する手段として猛威を振るったこ

と，にもかかわらずその概念が何ら法的な根拠

がないこと，などが一致して明らかにされてい

る。

本稿では，こうした「編集権」そのものの理

論的検討には詳しくは立ち入らない。メディア

研究者の間では周知のことであろうし，もとも

と研究者でもない筆者の能力を超える。

筆者は１９９９年の定年まで３７年間，NHKの現

場のディレクターとして仕事をしてきた。その

ため，主要な関心は，放送の現場にとって「編

集権」とはどういうものか，「編集権」に対抗す

る職場の論理は構築しうるのか，というところ

に向いている。「番組改編事件」自体がそのよ

うな問いを発し続けており，同時に，現場体験

者には，「もしあなたがその場にいたらどう振＊元愛知東邦大学教授
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戦後，占領政策の中で生み出され，新聞労働者の新聞民主化運動を抑圧する道具となった「編集権」
概念が，今も生き残って，時折すがたを現す。最近では，政治家の圧力を受け，その意思を推し量っ
て番組を改編したとされるNHK「ETV２００１」事件において，被取材者に対する「編集の自由」を主張
する際，明示的ではないまでも，この概念を踏まえた主張が見られた。この事件をひとつの素材と
し，放送現場の体験から，「編集権」概念を考察し，それに対抗するための課題と方策を探る。
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る舞うか」という逃げようのない問いをいまだ

に突きつけてもいるからである。

１．「NHK番組改編事件」

一般に「NHK番組改編事件」といわれるの

は，周知のように，２００１年１月３０日に放送され

た「ETV２００１ シリーズ戦争をどう裁くか 第

２回 問われる戦時性暴力」をめぐる事件のこ

とである。

放送の前年１２月に，アジア各国の日本軍「慰

安婦」の被害者が証言する民衆法廷「女性国際

戦犯法廷」（以下「女性法廷」という）が開催さ

れた。番組はこの法廷を取材し，日本軍による

戦時性暴力を「人道に対する罪」という国際法

の枠組みの中で検証しよう，という意図で制作

されたのである。

放送前から右翼の激しい抗議行動があり，日

本軍「慰安婦」の記述を教科書からなくすこと

を課題に掲げた国会議員の議連「日本の前途と

歴史教育を考える若手議員の会」（以下「若手

議員の会」という）の右派政治家からの圧力，

干渉が噂されるようになる。

こうした状況の中で，通常は担当班のプロデ

ューサーの判断で放送していた番組にたいし，

放送部門のトップである放送総局長（松尾武専

務理事）と，政治家対応を専門とする幹部職員

（野島直樹総合企画室担当局長）が編集に強く

関与した。幹部は放送前日，「若手議員の会」

事務局長の安倍晋三官房副長官（当時）に，番

組内容の説明に出向いたあと，現場が完成させ

た番組に問答無用の削除，改変命令を繰り返し

た。

その結果，放送された番組は，女性法廷の意

義を考えるという基本のコンセプトが改変さ
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れ，法廷を非難する識者のコメントを長時間組

み込んだうえで，核となる「慰安婦」と日本軍

兵士の証言が削除されるなど，無残なものとな

った。

取材に全面的に協力した女性法廷の主催団体

のひとつ「『戦争と女性への暴力』日本ネット

ワーク」（VAWW-NETJapan 以下「バウネッ

ト」という）は，放送を見て驚愕し，番組に対

する期待と信頼を裏切られ，NHKが改編の経

過の説明責任を果たさなかったため，番組から

離脱する自己決定権を侵害された，として，

NHKに損害賠償を求める訴訟を提起した。

裁判は２００８年６月の最高裁判決まで，８年間

続けられ，結果はNHKの勝訴に終わったが，

第二審の東京高裁判決は，事実認定で，

「……松尾と野島が相手方（国会議員等）の

発言を必要以上に重く受け止め，その意図を

忖度してできるだけ当たり障りのないような

番組にすることを考えて試写に臨み，その結

果，そのような形にすべく本件番組について

直接指示，修正を繰り返して改編が行なわれ

たものと認められる」

と指摘した。さらに，この経過について，NHK

を次のように厳しく批判する。

「……前記のとおり憲法で尊重され保障され

た編集の権限を濫用し，又は逸脱したものと

言わざるを得ず，取材対象者である一審原告

らに対する関係においては，放送事業者に保

障された放送番組編集の自由の範囲のもので

あると主張することは到底できないというべ

きものである」

最高裁では，この事実認定について否定も肯

定もしていないので，「政治家の意図を忖度し

た」という司法の評価は，現在も残ったままで

ある。



この裁判の経緯を通じ，番組で何が削除さ

れ，現場制作者の編集の意思がどのように抑圧

され，屈服を強いられたかが，次第に明らかに

なった１）。

２．「編集権」の亡霊

番組制作経過で，幹部の現場への指示が，

「編集権」の存在を明示して，その名のもとで

行なわれた，ということはおそらくなかったと

思われる。なぜなら，特段の権威づけがなくて

も，上司と下部の関係の中で，改編命令は貫徹

できたからである。拒否すれば処分を受ける可

能性があった。

しかし，NHKの「編集権」の主張は，まず裁

判過程で現れた。東京地裁では，NHKは事実

認否そのものを拒否したが，そのときの理由に

「編集権」が使われたと原告バウネットは抗議

する。

原告の故松井やより氏は，「編集権はあの番

組の改ざんを許しただけでなく，改ざんの責任

を追及する抗議に対しても説明責任回避の口実

とされ，今NHK裁判で，改ざんのプロセスに

ついての事実認否拒否の理由とされている」と

コメントしている２）。

その後，番組の担当者であった長井暁氏（当

時番組デスク）が内部告発を行ない，プロデュ

ーサーであった永田浩三氏が，東京高裁で政治

の圧力をうかがわせるさまざまな事実を証言し

たことなどから，NHK内部で上司が理不尽と

もいえる改編指示を行なった実態が明らかにな

った。

こうした告発や証言は，NHK幹部や，圧力

をかけた政治家には不利な印象を作り出すもの

であった。この事態を充分に意識して，国会と
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NHK経営委員会の席上で，NHKにおける「編

集権」の存在を確認する動きが生まれる。

２００８年３月３１日，参議院総務委員会で，自民

党の世耕弘成議員は，「ETV２００１」のこの番組

に関して，NHK福地会長に「編集権」の所在に

ついて以下のように質問した３）。

世耕弘成議員 ……NHKとしてのこういった権

利，編成権，編集権，あるいは報道の自由，表現

の自由といったものは一体だれに，どこに帰属を

するんでしょうか。これは現場の記者に帰属する

ものなのか，あるいは番組を作っているディレク

ターやプロデューサーに帰属するものなのか，あ

るいはやはり組織としてのNHKに帰属をしてい

るんだから当然会長の下に帰属をしていると考え

るべきなのか，そのことについてまず会長の御見

解をお伺いしたいと思います。

NHK福地茂雄会長 日本放送協会におきます編

集権の行使権限といいますのは，日常業務，業務

執行を総理しております会長としての私にあると

考えております。しかし，この編集権は放送番組

に関する責任と表裏一体の関係にございますの

で，通常，実際の運営につきましては放送部門の

最高責任者でございます放送総局長に分掌をして

おります。したがって，個々の番組の制作者等，

放送現場にはそういった編集権はないというふう

に理解をいたしております。

報道の自由は報道の主体となります報道機関が

共有するものでございまして，したがって法人と

してのNHKに帰属するものと考えております。

以上でございます。

世耕弘成議員 大変明確な御答弁ありがとうござ

いました。（中略）NHKでは，過去，昭和天皇を

戦争犯罪人として一方的に裁くようなとんでもな

い番組が作られたこともあるわけですけれども，



是非これは組織としてしっかりとこれからも管理

監督をしていっていただきたいと思います。（下

線は筆者。以下同じ）

最後の「とんでもない番組」はもちろん

「ETV２００１」のことだ。実際には「昭和天皇を

戦争犯罪人として裁く番組」ではなかったのだ

が，右派政治家にはそのようなものとして刻印

されていたことがわかる。

もうひとつ，幹部の番組改編を「編集権」で

合理化しようとするやりとりがあった。最高裁

判決のあと２００８年６月２４日に開かれたNHK経

営委員会での小林英明委員の発言である４）。小

林氏は安倍晋三元首相の名誉毀損事件の裁判で

弁護士を務めた人物といわれている。

小林委員 先ほどの「ETV２００１」の最高裁判決に

ついてです。勝訴したことは喜ばしいことです

が，これはNHKにも重い責任があることを示し

たものだと思います。（中略）つまり，放送事業

体，すなわち法人としてのNHKに編集権，自主

的判断権があり，放送現場個々にあるものではな

いということです。したがって，NHKが放送す

る以上，法人のNHKとして，きちんと責任を持

った体制で，内容を吟味して放送するようにとい

うことです。放送現場が独走して，法律や倫理に

違反した番組を作らないように，しっかりした体

制で，きちんとした番組を作っていただきたいと

いう趣旨の判決だと思いますので，その点をよろ

しくお願いいたします。

福地会長 おっしゃるとおりだと思います。記者

や制作者はそれぞれ個人としての思想があると思

いますが，NHKとして放送する以上は，ニュー

スや番組の内容は不偏不党でなくてはいけないと

思います。私も，報道担当の今井理事もそのよう
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に考えております。

小林委員 ぜひ，よろしくお願いします。

この二つの議論は，いずれも編集の自由が現

場にはないことを確認しようとするものであっ

た。「ETV２００１」の現場制作者が，とんでもな

い番組をつくろうとした，独走して（このよう

な）法律や倫理に反する番組を作らないよう監

督せよ，というきわめて高圧的な発言である。

会長は質問者に同意したが，公式の場ではこの

ように答弁するほかないのかもしれない。しか

し，この委員の発言は，制作スタッフだけでな

く出演者，作家，アーティストなど多様な才能

が参加して日夜営まれている番組，ニュースの

現場に対し，驚くほど想像力を欠くものだ。そ

ればかりか，現場で働く人びとへの蔑視さえ感

じられよう。

NHKでは「編集権」は会長が行使し，個々の

放送現場にない，などという主張は，現場の実

態からひどく遊離し，建て前だけの，ほとんど

フィクションというべきものである。

いったい，こうした異様な「編集権」概念は

どこからきたのか。これは敗戦間もなく作られ

たものに由来する。国会と経営委員会での論議

は，あたかも敗戦直後の過去の亡霊がよみがえ

ったかのようである。

３．新聞協会の「編集権」とNHKの「編集権」

まず歴史的に成立した「編集権」概念がどの

ようなものであるかを，１９４８年３月１６日に日本

新聞協会が発表した「編集権声明」で確認して

おく。

（新聞の自由は憲法によって保障された権利

であり，その確立，維持の責任を遂行するため



に「編集権」があると主張する前文は略す）

１．編集権の内容

編集権とは新聞の編集方針を決定施行し報道の

真実，評論の公正並びに公表方法の適正を維持す

るなど新聞編集に必要な一切の管理を行う権能で

ある。編集方針とは基本的な編集綱領の外に随時

発生するニュースの取扱いに関する個別的具体的

方針を含む。報道の真実，評論の公正，公表方法

の適正の基準は日本新聞協会の定めた新聞倫理綱

領による。

２．編集権の行使者

編集内容に対する最終的責任は経営，編集管理

者に帰せられるものであるから，編集権を行使す

るものは経営管理者およびその委託を受けた編集

管理者に限られる。新聞企業が法人組織の場合に

は取締役会，理事会などが経営管理者として編集

権行使の主体となる。

３．編集権の確保

新聞の経営，編集管理者は常時編集権確保に必

要な手段を講ずると共に個人たると，団体たる

と，外部たると，内部たるとを問わずあらゆるも

のに対し編集権を守る義務がある。外部からの侵

害に対してはあくまでこれを拒否する。また内部

においても故意に報道，評論の真実公正および公

表方法の適正を害しあるいは定められた編集方針

に従わぬものは何人といえども編集権を侵害した

ものとしてこれを排除する。編集内容を理由とし

て印刷，配布を妨害する行為は編集権の侵害であ

る。（新聞協会「新聞編集権の確保に関する声

明」）

声明に際して発表された新聞協会事務局の解
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説によれば，「編集権」は所有権，経営権に由来

し，その行使者は，経営者とその委託を受けた

編集管理者に限られることになる。経営者とは

取締役会，理事会を，編集管理者とは主筆，編

集局長などを指すという５）。

このような「編集権」が，その後労資の関係

の中で，配転，首切りといった処分の理由とし

て使われ，新聞社を外圧から守る，というより

も，その「内部」に向かって威力を発揮したこ

とは周知の事実である。解説では，「編集権」

を守るために，内部からの侵害に対してはこれ

を排除し，懲戒処分等も正当な行為とされてい

た。

こうした新聞協会の「編集権」は，やがて放

送分野にも波及し，新聞協会加盟社である

NHKにも取り込まれた。

NHKにおける「編集権」としてよく引用さ

れるのは，NHK法規室が１９７０年に作成した解

説書のつぎの一節である６）。

「この権限（「編集権」）は，会長の業務執行権限の

中枢をなし，さらに協会内の業務執行権限体系に

より，指揮監督の編み目により放送番組業務管理

の末端まで及んでいる。したがって，単位番組の

企画から個別番組の制作・送出にいたる編集・放

送のすべての段階において，一般職員の業務は，

すべて就業規則による業務遂行上の義務であっ

て，編集に参加する権利が一般職に与えられてい

るものではない」

４．「編集権」に抗して

「ETV２００１」での幹部の改編行為が，このよ

うな「編集権」の発動だとされるなら，「編集

権」とはまことに暴力的なものと言わざるをえ



ない。

対外的には，取材に協力した市民団体（この

番組ではバウネット）の期待と信頼を裏切り，

女性法廷という事実から学び，考えるという番

組の基本的なコンセプトを乱暴に改変した。

NHK内部では，番組の核心となるべき証言を

構成に組み込んだ現場の編集内容が，幹部によ

って無残にも改編され，担当者の思想信条の自

由は厳しく抑圧された。

このような行為を正当化する「編集権」なる

ものは，花田達朗氏が正当にも主張するよう

に，原則として廃止すべきものである７）。もち

ろん「編集権」自体を認めない，という主張は

花田氏に限らない。私のかかわっている視聴者

団体「放送を語る会」も，NHK改革の提言の中

で，明確に「編集権」は不要，と主張した８）。

ただ，「廃止すべき」という主張がいくら正

当であっても，現実には廃止されるわけではな

い。またその要求は，現実のNHKの職場では，

一種理念的で抽象的たることを免れないであろ

う。各番組セクションは，それなりに自律的に

番組内容を決定しており，大きな編成方針を別

にすれば，会長のもつ「編集権」が職場に及ん

でいる，とは実感できないからだ。とくに地方

局ではそうだろう。

では，「編集権」に抵抗し，無化する取り組み

の必要はないのだろうか。けっしてそうとは言

えない。

「編 集 権」が 声 高 に 主 張 さ れ る の は，

「ETV２００１」の改編のような，異常で特別な場

合であるとしても，これは伝家の宝刀であっ

て，いつ抜かれるかわからない暗黙の存在なの

である。「編集権」は，新聞協会の声明でもわ

かるように，本質的には内部の従業員に向かう

ものであり，明示的であれ黙示的であれ，違反

立命館産業社会論集（第４５巻第１号）112

者には懲罰を伴う経営者の武器である。

２００６年夏，改編事件について，勇気ある告発

をし，また法廷で政治介入についてNHKの公

式見解とちがう証言をした二人のプロデューサ

ー，永田浩三氏と長井暁氏を，番組制作現場か

ら外すという懲罰的な配転人事が行なわれた。

この事実に「編集権」の本質が貫徹しているの

を見ないわけにはいかない。

北朝鮮の「飛翔体発射」の騒ぎでは，テレビ

は政府の危機管理のシステムに従って，政府の

情報を無批判に垂れ流した。現在も拡大されつ

つあるが，将来，日本が参加する軍事行動があ

る場合，NHKはジャーナリズムとして，批判

的で客観的な報道ができるであろうか。いわば

「非常時」に「編集権」がまた登場し，事実を伝

えようとするジャーナリストを抑圧する危険は

ないであろうか。

危機的な状況の際，現場制作者が，抵抗を弱

め，諦めるときに，「編集権」の存在を内面の根

拠にしてしまうことも懸念される。

これらの事情をさまざまに勘案すると，やは

りいまNHK執行部がとっている「編集権」概

念にたいし，これを無力化し，簡単には発動さ

せない取り組みが求められる

これまでも，幾つかの抵抗の論理が語られて

きた。とりあえず典型的な二つの議論を見てみ

たい。

第一は，日放労（NHK労組）の主張に典型的

にみられる，経営と「編集権」を分離すべきと

いう主張である。１９９１年に奥田良胤委員長を執

筆者として発表された「新公共放送論」では，

つぎのような具体的な記述がある。

「なるべくトラブルを起こしたくないという意識

が優先しがちな経営者の圧力によって番組が歪め



られるのを防ぐためには，組織運営上も，経営の

機能と番組編成の機能を明確に分け，番組に関す

る最終決定は，経営に携わらない番組編成の責任

者がおこなうようにすることが必要です。NHK

の現行組織でいえば，放送総局長，番組制作局

長，報道局長はいずれも，役員（経営者）になら

ない番組編成部門の長とし，その最終判断で番組

が制作され，放送されるようにしたらどうでしょ

うか」（P１４４）

これに続いて，日放労が１９９９年に発行した

「公共放送ルネサンス９９」は，西部ドイツ放送

協会では「編集権」は協会にあるが，その権利

はジャーナリストに委ねられている，と指摘し

て，つぎのようにいう。

「私たちは，概念としては，この西部ドイツ放送

協会のものを参考にしたいと思います。まず，経

営権と編集権の分離です。経営職と専門職の分離

とも言いかえられます。編集権は経営者にあるの

ではなく，放送現場のトップにあることを明確に

する必要があります。」（P２３１）

組合は，番組編成のトップに「編集権」を持

たせるだけではなく，現場制作者の「内部的自

由」を保障するために「編集協議会」を設置す

る要求も提起している。この機関は，番組制作

に携わる者が，自らの良心に反する業務を命じ

られたり，内容を改変されたとき，事実関係を

調査のうえ裁定を行なう機能と権限をもった内

部機関で，経営者側と制作・取材の現場代表が

それぞれ推薦する同数の委員で構成する，とい

うものである。

「ETV２００１改編事件」が起こってみると，こ

の「編集協議会」の提案は，けっして過去のも
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のではなく，いまなお力をこめて追求すべき課

題であるように思われる。「編集権」を経営か

ら分離して，番組制作のトップに持たせよ，と

いう主張が，同時にこうした内部的自由の制度

の要求と併せてなされるならば，それは一定の

説得力をもつものとなるにちがいない。

このように，経営と編集を分離すべき，とい

う主張は，メディア労組ではありうるものだ

が，私にはやはり違和感がある。なによりもこ

の主張は「編集権」の存在を前提にしているか

らだ。

現場は，日常的にはすでに上司と部下の関係

で動いており，これに新たな権威を加えること

はむしろ有害である。仮に上司の指示が説得力

のないものであっても，「編集権」をちらつか

せて現場を抑えることが可能になるだろう。

では，「編集権」をトップの放送総局長から

番組制作局長に，さらに各部の部長にまで下ろ

していくのはどうか。日常の番組の最終判断

は，すでにこのようなかたちで行なわれてお

り，そこに新たな権威づけは必要ない。「編集

権」による上下の階層的支配関係を際限もなく

強化するだけである。

職場の上下関係による理不尽な強制は，そん

なにしばしばあるわけではない。上司と部下が

同志的な協同作業を通じて番組を作っていくこ

とのほうが日常であろう。もし，現場制作者が

納得できない事態であれば，それは取材し，獲

得した事実（映像や音声）に依拠し，取材者の

体験そのものを武器に抵抗するしかないのであ

る。

ただ，その際，「編集協議会」のような紛争処

理機関の創設が切実な意味をもつことはいうま

でもない。経営と編集の分離とあわせて，こう

した機関の設置を労働組合の実力をかけて経営



にせまること，これは「編集権」を無化する重

要な闘いの課題となるだろう。

５．「知る権利」と「編集権」

経営者が独占するとされる「編集権」に対抗

する論理の第二は，「編集権」はそもそも国民

の「知る権利」に由来するものであり，経営者

が無制限に行使することは許されない，という

ものである。これは筆者がわざわざ概括するま

でもない，広く展開されてきた主張である。

民主主義社会の維持と発展のためには，社会

の成員は，その意見を形成するために，社会に

関する多様な情報，事実，思想などを充分に入

手することが欠かせない。メディアはこのよう

な「知る権利」の要求に応えるよう国民の信託

を受けている。「編集権」はしたがって，本来

はメディアの受け手に属するものである，とい

う主張が一般にはされてきた。とくに論者をあ

げる必要がないほど，多くの研究者，ジャーナ

リストが同様の議論を重ねてきた。

「ETV２００１事件」を論じた文章の中では，岐

阜大学の野原仁氏の論考が印象に残っている。

野原氏はその論考の中で，「NHKの資本・運営

資金を視聴者が負担していることの対価とし

て，本質的にはオーディエンスとしての市民が

NHKの運営全般（人事や番組内容も当然含ま

れる）についての決定権を有している」と指摘

している。

たしかに，「編集権」が所有権，財産権に基く

という新聞協会の主張を認めれば，NHKの財

産を形成した受信料支払い者に「編集権」が帰

属することになる。

野原仁氏は，ここからただちに「編集権」は

市民がもつ，と言うつもりはない，とした上
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で，運営方針の重要な一部である編集について

も実質的な主権者として市民が直接参画できる

ようなしくみづくりが必要だと主張する。この

論考はNHKの「編集権」についての原則的で

的確な主張の代表的なものである９）。

このように，「編集権」は受け手の「知る権

利」の信託にもとづくべきもの，という主張

は，経営者の恣意的な「編集権」の運用に歯止

めをかける有力な論拠であることはいうまでも

ない。筆者もこれまで同様の趣旨のことを書い

たり，発言したりしてきた。

「知る権利」を，大きな概念としてとらえれ

ば，理念としてはその通りである。しかし，番

組制作現場で，個別具体的なケースで考える

と，ことはそれほど簡単ではない。

直近の例でいえば，２００９年４月５日放送の

NHKスペシャル「JAPNデビュー第１回アジア

の“一等国”」にたいし，「偏向している」「放送

法違反」などという激しい攻撃が集中した。こ

の番組は，台湾の人びとに屈辱を与えた植民地

支配の歴史を発掘した優れた番組だと思うが，

「ETV２００１事件」にも登場した保守系議員らが

参加して，この番組を検証する「公共放送のあ

り方について考える議員の会」を設立するなど

圧力を強めている１０）。

偏向番組だという抗議は，番組が日本の台湾

統治のプラス面を伝えない一方的なものだとい

うもののようである。この抗議者からみれば，

日本の台湾支配について，本来国民に伝えられ

るべき事柄が伝えられず，「知る権利」を侵害

されたということになろう。もし，この番組へ

のクレームを「知る権利」の主張のひとつであ

ると認定するなら，ここでは批判者の「知る権

利」と，台湾統治の本質についての番組制作者

の表現の自由とが，真っ向から衝突しているこ



とになる。

６．放送局内で働く人びとの編集の権利

上記の問題提起はややトリッキーだったかも

しれない。放送局で働く人びとが，国民の「知

る権利」の信託を受けている，という場合，そ

れは個々の番組について「知る権利」に応える

だけに限定されるものではないであろう。（応

えることは重要であるが）

「知る権利からの信託」は，現場制作者の地

位を原則的に定めるものととらえたほうがよい

と思われる。すなわち，視聴者の「知る権利」

に応える立場に置かれることは，ただちにそこ

から派生する権利を現場制作者が獲得すること

を意味する。信託を受けるという受身の精神に

とどまらず，それを放送人固有の権利として主

張しなければならない。メディア内において，

視聴者の「知る権利」を実現する主体としての

権利である。

あとはこの任務を自覚した制作者が，自主，

自律的な番組制作を貫くことに全力をかけるほ

かないのである。

こうした地位が，経営者（NHKにあっては

理事以上）だけに与えられるとは到底考えられ

ない。なぜなら，放送内容は，ほとんどすべて

放送労働者の個々の思想・信条・教養にもとづ

く認識能力，表現能力によってつくられるから

である。

自動車を製造する労働者は，自らの思想・信

条とは関係なく車を組み立てることができる。

しかし，放送労働者の労働は，働き手の思想・

信条そのものが商品となる特殊な性質を持って

いる。経営者は，プロデューサーやディレクタ

ーを雇用し，支配下に置くが，その内面までは
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支配できない。しかし，その内面の表現こそが

放送では商品（番組・ニュース）となるのであ

る。

ここから，「知る権利」からの信託に放送局

が応えるということは，個々の番組，ニュース

制作の現場の自律性を最大限に尊重すべきこ

と，という当然の認識が導き出される。経営者

が強権を発して放送労働者の内面まで支配しよ

うとすれば，放送企業は視聴者の支持を失い，

活力と生命力を枯渇させ，衰退する。

これまで，「現場制作者」という曖昧な用語

を使ってきたが，どの範囲をさすかについては

意見が分かれるところだろう。筆者は，ごくお

おざっぱに言って，ディレクター，プロデュー

サー，記者，カメラマン，キャスター，アナウ

ンサー，リポーター，技術スタッフその他，車

両の運転手に至るまで，番組制作・ニュース取

材に直接かかわる人びとをイメージしている。

NHKの職員であるか外部プロダクションのス

タッフであるかは問わない。

これらの膨大な数の人びとは，実は市民とし

て社会の中で生活し，何が問題か，何を放送で

取り上げなければならないかを考える存在でも

ある。この多様性が，視聴者の多様な「知る権

利」の要請に応える保証ともなるのである。

以上のような現場制作者の地位は，経営者が

占有するという歴史的「編集権」とは真っ向か

ら対立せざるをえない。NHKの「編集権」概

念は，会長が国会での答弁したように，個々の

ディレクター等，現場には「編集権」はない，

というものであった。このような「編集権」概

念はほとんどフィクションに近く，打破すべき

対象というほかないのである。

筆者は現場制作者を理想化してとらえている

と思われるかもしれないが，客観的にみれば，



これら現場制作者群は，民主主義社会の維持と

発展のため「知る権利」に応えるという巨大な

任務に比べれば，社会の中ではごく限定された

限界のある集団だととらえる必要がある。

だからこそ，現場は，視聴者市民との回路を

意識的につくり，個々の番組の批判を受けて鍛

えられ，また励まされる多様な機会を持つ必要

がある。また，自らと視聴者の双方の利益のた

めに，組織的なジャーナリズム教育をきちんと

受けられるように，局内にBBCが設置したよ

うなジャーナリスト学校の設立を要求すべきで

ある１１）。

しかし，内部的自由の機構にせよ教育にせ

よ，どんなに制度的な保証をしたとしても，現

場の放送人としての衰弱，企業内に閉じた精神

が蔓延しているようでは意味がない。

最後に「ETV２００１事件」に戻るが，思い返せ

ば，中国と東チモールの「慰安婦」と，加害者

の兵士の証言が放送直前に削除され，視聴者に

届かなかったのは取り返しのつかない罪だっ

た。後になって人生をかけて告発し，また勇気

をふるって法廷で証言した二人のプロデューサ

ーは，前述のように報復人事で現場から外され

た。

「ETV２００１」問題についての職場の取り組み

は，けっして組織をあげた規模の大きなものに

はなっていない。このような職場では，経営者

の「編集権」と闘うことは困難である。BPO放

送倫理検証委員会の意見書が発表されたいま，

この事件を振り返って，そこから教訓を導き出

すことは，「編集権」を無力化するうえでも，現

場にとって欠かせない作業である１２）。
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注
１） 「NHK番組改編事件」の経過については，詳

細で資料も論考も豊富なものとして，メディア
の危機を訴える市民ネットワーク編『番組はな
ぜ改ざんされたか』（一葉社，２００６） バウネッ
ト編「消された裁き」（凱風社，２００５）がある。
筆者のものでは，戸崎賢二『NHKへの政治介
入疑惑とテレビ制作者の権利』（東邦学誌３５巻
第２号２００６）参照。

２） 『バウネットニュース』（２００２年２・３月号）
３） 国会の議事録サイトに全文がある。
４） NHKオンライン「経営委員会第１０７１回議事

録」
５） 日本新聞労働組合連合『資料「編集権」と

「真実の報道」』による。
６） 法規室の解説書の文章は，日放労発行の「公

共放送ルネサンス９９」から転記
７） 花田達朗「メディアと公共圏のポリティク

ス」（東京大学出版会 １９９９）１７６ページ
８） 放送を語る会『可能性としてのNHKへ向か

って～NHK経営者と現場への提言～』（２００６
年 放送を語る会ホームページ）

９） 野原仁『市民拒否の論理としての「編集権」』
（前掲『番組はなぜ改ざんされたか』所収）

１０） 『朝日新聞』（０９年６月１２日）
１１） BBCの「ジャーナリズム学校」については，

須藤春夫『英国BBCのジャーナリズム学校は
「報道の価値」のために何を教えるか』（『ジャ
ーナリズム』２００９年４月号 朝日新聞社）に紹
介がある。

１２） BPO放送倫理検証委員会「NHK教育テレビ
『ETV２００１シリーズ戦争をどう裁くか』第２回
「問われる戦時性暴力」に関する意見」（０９年４
月２８日） 放送倫理検証委員会は，NHK幹部が
放送前に政治家に説明に行ったことを，NHK
の自主・自律を危うくする行為と批判。NHK
内の放送人にこの番組の過程を検証し，考える
ことを求めた。


